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１．はじめに

平成１８年に施行された「障害者自立支援法」

は，様々な問題を含んでいたものの，福祉政

策として障害者の一般就職を推進するという

戦後初めての社会福祉政策であった１）。具体

的には就労支援に係わる福祉サービスに「就

労移行支援事業所」，「就労継続Ａ型事業所」，

「就労継続Ｂ型事業所」をあらたに創設し，

就労支援の抜本的強化を打ち出した施策であっ

た。また，労働分野においては，平成２２年に

障害者雇用促進法が改正され障害者雇用納付

金の対象がそれまでの３０１人以上から，２００人

を超え３００人以下になり，さらに平成２７年に

は１００人を超え２００人以下の事業者を対象にす

るようになった。加えて実雇用障害者数や実

雇用率のカウントの際に短時間労働者（所定

労働時間２０時間以上３０時間未満）を０．５カウ

ントできるものとした。

さらに，わが国が平成１９年に「障害者の権

利に関する条約」に署名したことを受けて，

平成２５年には障害者雇用促進法が改正された。

これにより「障害者に対する差別の禁止」と

「合理的配慮」が設けられ，平成２８年４月１

日より施行となっている。また，同改正促進

法では平成３０年より精神障害者も雇用義務の

対象となり，それと並行して雇用率も２．２％

になることとなっている。
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�Abstract�
An Investigation of Disabled Workers� needs after Work: Findings
from Work Cafe Join

In this implementation report, the author introduces activity
of The Work Cafe Join (following stated as �the join�) a place for
leisure activity for people with disabilities, through a questionnaire
given to those who use the join and examines both the results
and subjects of the join and the needs for leisure activity for
those with disabilities who work. As a result, average wages of
persons with disability registered to the join was compared to the
welfare expenses of Sapporo. This wage is not so different. As
other income, there is disability pension, but in the current disabil-
ity pension system, it was suggested that the system is defective
because it forced the strong medical aspects rather than social se-
curity. There were 44 persons who had no close acquaintances in
their work place. Their main purpose of using the join is to find
friends. It is suggested that there are many people with disabili-
ties who want to make friends and look for a place of cultural ex-
change after work. Furthermore, from answers of parents, it is re-
vealed that providing a place for support of leisure continually is
necessary for the lives of people with disabilities after work.

キーワード：障害者就労，障害年金，余暇支援
Key words：Employment for People with Disability，Disability Pension，Support of Leisure
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こうした法律の改正に伴い，実質的な障害

者の雇用状況は，平成１８年には民間企業で

１．５２％であった実雇用率が平成２８年度で１．９２％

と大幅な上昇を示している２）。雇用障害者の

内訳をみると，平成１８年では民間企業で

２８３，７５０．５人（内身体障害者２３８，２６７人，知的

障害者４３，５６６人，精神障害者１，９１７．５人）で

あったものが，平成２８年では４７４，３７４．０人

（内身体障害者３２７，６００．０人，知的障害者

１０４，７４６．０人，精神障害者４２，０２８．０人）と大

幅な増加傾向を示している３）。無論，民間企

業の法定雇用率達成率が４８．８％（平成２８年）

を見ると，まだまだ課題はあるものの着実に

その数は増えているといえるだろう。

また，同時に障害者がただ就労するのでは

なく，「いかに働き続けることができるか」と

いう所謂「職場定着」に行政含め力を入れて

きている。例えば，現在の就労移行支援事業

体制加算においても「職場定着支援加算」が

あり，障害者が継続して職場に働き続けるこ

とが出来るよう報酬を取り入れている。また，

厚生労働省は平成３０年度より報酬体系に職場

定着支援事業を取り入れ，個別給付として扱

う予定をしている４）。もちろん，職場定着を

進めていくうえで，既存のジョブコーチ制度

の活用も忘れてはならないだろう。

こうした流れの一方で，職場定着支援の一

環として札幌ではいち早く，障害者の在職者

のための「地域活動支援センター」（以下，活

動支援センター）が平成２０年より設立されて

いる。この在職者のための交流スペースは全

国的にも少なく，厚生労働省の資料でも就労

する障害者の支援の中で，消費活動，異性や

友人との交友，余暇活動の充実，地域活動へ

の参加が項目として挙げられているが，具体

的なことは提示されていないことからみても，

就労してから後の障害者への余暇活動等の支

援については，国としても模索中であると考

えられる。

そこで，今回の報告では，この就労してい

る障害者の余暇活動の場としての地域活動支

援センターを運営している札幌市の事業所１

か所を取り上げ，そこを利用する方たちへの

アンケートを行い，働く障害のある方たちの

実際と課題を考察する。また，活動支援セン

ターの活動を通して，就労している障害者に

とっての余暇活動として必要であろうと思わ

れることを検討していくこととする。

２．倫理的配慮

アンケートの実施にあたっては，本実践報

告の目的，アンケートの主旨について書面に

て説明，個人情報等の取扱い，協力の有無に

よって不利益は生じないこと，アンケート結

果は実践報告以外で使用しないこと，アンケー

ト用紙は返信をもって実践報告の同意を得た

ものをみなす旨を説明した。また数名にアン

ケートの内容についてインタビューを行って

いるが，これについてもアンケートと同様の

説明をしている。

３．わーくカフェジョインについて

ここではまずわーくカフェジョインが札幌

市就業・生活相談事業（以下，就業・生活相

談事業）に併設されている活動支援センター

であるので，簡単に就業・生活相談事業につ

いて触れておく。就業・生活相談事業は札幌

市単独の「就業・生活支援センター」の機能

を行う事業であり，障害者の就労とそれに伴

う生活の支援を行う機関である。元々，札幌

市は政令市でもあることや人口が約１９０万人

であったにも拘らず，就業・生活支援センター

が１ヵ所しかない状況を踏まえて，障害者の

就労支援の強化を図ることを目的に平成２０年

１０月より札幌市民間事業所に委託をし，事業

を展開している。

その機能として，札幌市では「札幌市障が

い者就業・生活相談支援事業…は，障がい者
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の民間企業等への就職又は雇用の継続のため

に，当該障がい者の自己決定と主体性を尊重

しつつ，就業と同時に日常生活の支援を行い，

併せて関係機関，地域の市民と連携し，障が

い者の雇用推進と職場定着を図ることを目的」

（札幌市：２０１７）と定めている。尚且つ，札

幌市においては，札幌市就業・生活相談事業

に就労している障害者が活用できる交流スペー

スとして活動支援センターを補助事業として

併設することとしている。現在，札幌市には

既存の就業・生活支援センター１ヵ所と札幌

市単独の札幌市就業・生活相談事業４ヵ所が

障害者を対象とした就業・生活相談に対応を

している。また，就業・生活相談事業に併設

している支援センターは３ヶ所が存在してい

る。今回，筆者が取り上げる活動支援センター

は就業・生活相談事業の内の１か所の就業・

生活応援プラザとねっと（以下，とねっと）

に併設されているわーくカフェジョイン（以

下ジョイン）である。ジョインの活動内容と

しては基本平日週５日（プログラムによって

異なる）は札幌市視聴覚障害センター（以下，

障害センター）の１画を借りて，就労してい

る障害者が利用しやすい時間帯と思われる１８：

００～２１：００を開所時間としている。基本登録

制となっており，活動支援センターを利用す

る中で定着支援の相談に関して，実際に事業

所に訪問しなければならない相談等もあるの

で，とねっとにも登録をすることとなってい

る。登録すると本人にとねっとから２名の担

当がつき，基本は担当者が相談の対応をする

システムとなっている。また，ジョイン登録

者は一般企業で働く障害者に限定され，そこ

には就労継続 A型で働く障害者は登録外と
なっている。

活動内容としては，上記にあげた障害セン

ターでの活動の他，定期的なプログラムとし

て，SST，WSA（working syogai anonymous
―働く障がいアノニマス―），なんでもミー

ティング，精神障がいを語る会，などのグルー

プミーティング５）や月１回の夕食会，土曜日・

日曜日のどちらかでスポーツ等のレクリエー

ション，絵本を読む会等の行事を行っている。

其々のレクリエーション活動は毎年，職員が

登録者にアンケートを行い，本人達が参加し

やすいような工夫もとられている。また，こ

の他のプログラムとして札幌では毎年１回就

労支援機関から就労した障害者やジョイン等

の活動支援センターの登録者を対象に支援者

たちが企画をする「夏の大交流会」が行われ

ている。

さらに，ジョインでは通常，職員が在籍し

ていることになっているので，先にあげた職

場の相談や生活に関する相談等を直接行うこ

とができ，対応する必要性がある相談に関し

ては，とねっとが対応し，他の関係機関に所

属している登録者に関しては，関係機関と連

携をしながら支援を行うシステムがとられて

いる。障害センターの平日の利用の仕方に関

してはジョインが開所している時間帯であれ

ば，「いつ来ても，いつ帰ってもよい」とい

う個人の利用の仕方に合わせている，ただし，

日程によっては開所していない場合もあるの

で，基本前の月に開所日とレクリエーション

の案内を登録者宛に郵送またはメールで送っ

ており，登録者に情報が行き渡るように工夫

がなされている。ジョイン登録者には様々な

障害者が登録しているため，そこで本人達同

士の交流や相談等が行われており，セルフヘ

ルプの要素も持ち合わせている機関となって

いる。利用実績として，２０１７年１０月現在の登

録者は１４８名で開所日数は平成２８年度で平均

開所日数月１８日，開所平均利用率は８人となっ

ている。

４．アンケート対象と方法

今回行ったアンケートの対象者は，上記で

述べたジョイン登録者１４８名に対し郵送調査

法にて行った。回収結果としては６６名となり

就労している障害者の就労後に必要な事の検討

― 207 ―



回収率は４４％であった。６６名の主たる障害に

関しては障害者手帳を主としている。内訳と

しては身体障害者２名，知的障害者３９名，精

神障害者２５名であった。知的障害者に関して

は２名が重度判定ありと回答している。また，

手帳に関しては身体１種２級１名，２種４級

１名，療育手帳 B１２名，B�２７名，精神障害
者に関して２級７名，３級１５名，なし２名，

B�２名６）であった。アンケート結果に関して

は，身体障害者については人数が２名と少な

かったため，表のみに表記しており，以下の

結果と考察には表記していない。

５．アンケート結果について

アンケートの結果では勤続年数に関して，

知的障害のある方では表１にあるように５年

以上１０年未満が１６名と最も多く，次いで３年

以上５年未満が９名であった。精神障害者に

関しては１年以上３年未満が１０名と最も多く，

次いで３年以上５年未満が６名であった。平

均継続率は知的障害者では約６年であり，精

神障害者では約４年７か月であった，労働日

数に関しては，知的障害，精神障害ともに週

５日が大半を占めていた。また，労働時間に

関しては，知的障害者で６時間から８時間未

満が１５人と多く，次に８時間で１０名，次いで

６時間が７名であった。精神障害者では８時

間が１０名，次いで６時間以上８時間未満が６

名であった。平均労働時間では知的障害者，

精神障害者ともに約６．７時間であった。

賃金に関しては表４にあるように，身体障

害，知的障害，精神障害共に時給での賃金が

最も多かった。なお，平均すると知的障害者

では約８１５円，精神障害者では約８３０円であっ

た。賞与に関しては，「もらっている」が知

的障害者１５名，精神障害で１４名であった。お

よその額については表５に示した。さらに，

障害別による月収の平均に関しては賞与を入

れて知的障害で約１０７，０００円，精神障害者で

表１：勤続年数について

表２：就労日数について

表３：労働時間（知的障害者３名，精神障害
者２名無回答除く）

表４：賃金について（精神障害１名無回答）

表５：賞与について（知的障害者２名，精神
障害者２名無回答除く）

継続年数
身体障害
（ｎ＝２）

知的障害
（ｎ＝３９）

精神障害
（ｎ＝２５）

１年未満 ２名 ３名

１年以上３年未満 １名 ６名 １０名

３年以上５年未満 １名 ９名 ６名

５年以上１０年未満 １６名 ４名

１０年以上 ６名 ２名

雇用日数 身体障害
（ｎ＝２）

知的障害
（ｎ＝３９）

精神障害
（ｎ＝２５）

５日以下 ３名 ０名

５日 ３１名 ２３名

５―６日 ２名 ４名 ０名

６日 １名 ２名

労働時間
身体障害
（ｎ＝２）

知的障害
（ｎ＝３６）

精神障害
（ｎ＝２３）

２‐４時間未満 １名 ２名

４時間 １名 １名 ０名

６時間 ７名 ４名

４時間以上６時間未満 １名 ０名

６時間以上８時間未満 １５名 ６名

８時間 １名 １０名 １０名

５時間～８時間 ０名 １名

６時間＋４時間
（Ｗワーク）

１名 ０名

賃金（時給）
身体障害
（ｎ＝２）

知的障害
（ｎ＝３９）

精神障害
（ｎ＝２４）

７８６円以上９００円未満 ２人 ３２名 １５人

９００円以上 ２名 ２人

賃金（日給）

１００００円以上１５０００円未満 １人

賃金（月給）

５０，０００円以上
１００，０００円未満

４人

１００，０００以上円
１５０，０００円未満

３人

１５０，０００以上円
２００，０００円未満

１人 １人

２００，０００円以上 ２人

賞与額
身体障害
（ｎ＝２）

知的障害
（ｎ＝１５）

精神障害
（ｎ＝１４）

１０，０００円以下 ０名 １名

１０，０００円以上
５０，０００円未満

７名 ２名

５０，０００円以上
１０００００円未満

４名 ３名

１００，０００円以上
２００，０００円未満

２名 １名

２００，０００円以上 ０名 ５名
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は約１３２，０００円であった。また収入の一部を

占める障害年金については知的障害者で「も

らっている」が３３名，「もらっていない」が

４名であった。障害年金の内訳に関しては，３２

名が国民基礎年金２級であった。精神障害者

では「もらっている」が１７名，「もらってい

ない」が８名であり，障害年金の内訳に関し

ては，８名が障害基礎年金２級，１名が障害

厚生年金２級，６名が障害厚生年金３級であっ

た。

生活状況に関しては，知的障害者で両親と

住んでいるが２８名，夫婦で住んでいるが５名，

息子と住んでいるが１名，一人暮らしが５名，

精神障害者では両親と住んでいるが１２名，夫

婦で住んでいるが３名，一人暮らしが１０名で

あった。このうち一人暮らしをしている者の

中で生活保護を受給している者は知的障害者，

精神障害者共に２名であった。また一人暮ら

しの者に家賃を聞いた所，精神障害者では８

名の方の回答があり家賃の平均は約３８，０００円，

食費等経費の平均は２９，０００円であった。また

知的障害者では２名の者が４５，０００円の家賃で

あったが，食費等は無記入であった。

職場環境に係わり，職場に相談する人がい

るかに関しては，知的障害者では「いる」が

３０名，「いない」が９名であった。精神障害

者では「いる」が１６名，「いない」が８名であっ

た。相談の頻度については表１１に示した。相

談回数に関しては「決まっていないが困った

ら相談する」が知的障害者，精神障害者が共

に多かった。職場の中に仲の良い同僚上司は

いるかの質問に関しては，「いる」が知的障

害者では１０名，「いない」が２９名であり，精

神障害者では「いる」が７名，「いない」が１７

名であった。仕事に関して当センター以外の

相談の場所があるかどうかの質問に関しては，

「ある」が知的障害で２３名，「ない」が１６名，

精神障害者では「ある」が１６名，「ない」が

８名であった。当センター以外の相談場所に

関しては表１４に示した。

表６：障害年金について（知的障害２名無回
答除く）

表７：障害年金の等級（知的障害１名無回答，
精神障害２名無回答除く）

表８：世帯について

表９：世帯の形態について（両親以外：知的
障害者１名無回答除く）

表１０：職場に相談する人（精神障害者１名無
回答除く）

表１１：相談する頻度（知的障害者２名，精神
障害者１名複数回答．精神障害者１名
無回答除く）

表１２：職場に仲の良い同僚・上司がいるか
（精神障害１名無回答除く）

障害年金
身体障害
（ｎ＝２）

知的障害
（ｎ＝３７）

精神障害
（ｎ＝２５）

あり １名 ３３名 １７名

なし １名 ４名 ８名

年金の級
身体障害
（ｎ＝２）

知的障害
（ｎ＝３２）

精神障害
（ｎ＝１５）

国民基礎２級 ３２名 ８名

厚生年金２級 １名 １名

厚生年金３級 ６名

生活状況
身体障害
（ｎ＝２）

知的障害
（ｎ＝３９）

精神障害
（ｎ＝２５）

両親と生活している ２８名 １２名

夫婦で生活している ５名 ３名

息子と住んでいる １名

一人暮らし ２名 ５名 １０名

暮らし
身体障害
（ｎ＝２）

知的障害
（ｎ＝１１）

精神障害
（ｎ＝１３）

民間アパート ２名 ８名 １２名

グループホーム ２名 １名

回答
身体障害
（ｎ＝２）

知的障害
（ｎ＝３９）

精神障害
（ｎ＝２４）

いる １名 ３０名 １６名

いない １名 ９名 ８名

相談する回数
身体障害
（ｎ＝２）

知的障害
（ｎ＝３０）

精神障害
（ｎ＝１６）

月１回 １名 ２名

月２回 ２名 ２名

月２回以上 １名 １名

決まっていないが困ったら １名 ２８名 １２名

仲の良い人
身体障害
（ｎ＝２）

知的障害
（ｎ＝３９）

精神障害
（ｎ＝２４）

いる ２名 １０名 ７名

いない ２９名 １７名
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ジョインの活用に関しては主だって利用す

るものに関しては表１５に示した。またジョイ

ンを活用する目的は表１６にあるように知的障

害者では友人を見つけるためが最も多く，次

いで仕事の相談，ストレスの発散が多かった。

精神障害者に関しては，仕事の相談が最も多

く，他に関してはほぼどれも変わりがなかっ

た。ジョインを活用してよかったことに関し

ては，表１７で示したように，知的障害者では

「色々な人と知り合うことができた」が最も

多く，次いで「色々なことを知ることができ

た」，「色々なところに行く事ができた」が多

くなっている。精神障害者に関しては「色々

な人と知り合うことができた」が最も多く，

次いで「色々なことが知ることができた」が

多かった。そのほかの項目については大差は

なかった。ジョインの必要性については知的

障害者で必要が３１名，精神障害者では１９名の

者が必要であると答えていた。

６．考 察

ジョインに登録している方で今回のアンケー

トに協力していただいた者の多くは時給とい

う働き方が多く，その収入自体も上記で述べ

たように月平均にして知的障害で１０７，０００円，

精神障害者で１３２，０００円あった７）（この額は

両方ともに賞与も含んだ額となっている）。

この額に障害者年金を合わせたとすると，そ

の平均額は知的障害者で障害基礎年金２級が

約１７１，０００円，精神障害の場合だと，障害基

礎年金２級で計算すると約１９６，０００円である

が，厚生年金３級で計算すると，約１７６，０００円

となる。さらに，生活状況はほとんど両親と

暮らしていると回答しており，持ち家かどう

かということやその家庭の資産状況に関して

は，今回のアンケートでは聞けなかったが，

もしも，将来的に両親ともに特定の資産が無

い状況になれば，基本的にはこの金額で生活

していかなければならないことになる。こう

した生活状況から考えると，障害年金は働く

障害者の生活にとってなくてはならないもの

と言えるだろう。

さらに，百瀬が障害年金制度は「包括性

（対象者が労災被災者や重度障害者に限定さ

表１３：ジョイン以外の相談の場（精神障害者
１名無回答除く）

表１４：具体的なジョイン以外の相談の場（複
数回答）

表１５：ジョインの中で主に利用するもの（複
数回答）

表１６：ジョインへの参加理由（複数回答）

表１７：ジョインで得られたこと（複数回答）

相談の場
身体障害
（ｎ＝２）

知的障害
（ｎ＝３９）

精神障害
（ｎ＝２４）

ある １名 ２３名 １６名

ない １名 １６名 ８名

主たる障害 相談の場

身体障害 就労移行支援事業所（１）

知的障害
とねっと以外の就業・生活支援センター（６），社会福
祉施設（１），就労移行支援事業所（５），相談支援事業所（５），
病院（７），障害者職業センター（６），卒業した学校（１）

精神障害
とねっと以外の就業・生活支援センター（２），就労移行
支援事業所（４），相談支援事業所（１），病院（９），障害者
職業センター（２）

ジョインのプログラム等 身体障害 知的障害 精神障害

平日のジョイン １名 １６名 １０名

夕食会 １７名 ３名

土・日のレクリエーション １１名 ４名

ＷＳＡ ６名

ＳＳＴ ４名

精神障がいを語る会 ３名

なんでもミーティング ２名 ８名

絵本を読む会 １名 ４名

相談日 １名 ６名 ２名

夏の大交流会 １６名 ５名

参加理由 身体障害 知的障害 精神障害

仕事の相談 １名 １２名 １８名

ストレスの発散 ２名 １２名 ５名

友人を見つけるため １７名 ６名

友人との会話を楽しむため １１名 ５名

得られたこと 身体障害 知的障害 精神障害

色々な人と知り合うこと
ができた

１名 ２３名 １３名

友人ができた ７名 ５名

色々なことが知ることが
できた

１名 １７名 １０名

色々なところに行く事が
出来た

１６名 ２名

仕事が続けられるように
なった

１名 ８名 ６名
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れない），継続性（長期に渡って給付される），

普遍性（ミーンズテストがない），給付水準

（給付額が比較的高い）の面で利点があり，

障害者に対する社会保障の中心的な制度とな

るべきものと考えられている」（百瀬２００６：

１７２）と述べているように，障害者の社会保

障にとっても大きな意義を持っているのに加

え， 就労している障害者が生活をしていく

うえで大きな役割を果たしていえるといえ

る８）。札幌で言えば，一般の生活保護費で月

に約１１６，０００円となるので，平均賃金だけで

言えば一般の生活保護費と差額があまりなく，

生活保護にあてはまらないもしくは医療扶助

等が受けられない可能性を考えると，障害の

ある方にとっては年金があるか無いかは重要

なものとなる９）。もちろん，生活保護を受け

たくないので働きたいという者にとっても，

ミーンズテストが無い制度を受けられること

ができるというのは大きな利点であると考え

られる。

しかしながら，今回のアンケートにも見ら

れたように，障害者の中には年金を受けてい

ない者が精神障害で８名，又数は少ないが身

体障害者でも１名が未受給となっている。こ

のうち精神障害者の２名に関しては注７で示

したように正社員であり比較的収入が多い者

であったが，残りの者については今回のアン

ケートでは，その詳細については聞き取りが

できなかったが，障害者の年金未受給に関し

ては，「障害要件を満たしているにもかかわ

らず，（過去に国民年金の任意加入対象であっ

た）学生等で任意加入していなかったために

障害年金を受給できない者や，（強制加入対

象である）２０歳以上の国民年金被保険者で拠

出要件を満たせずに障害年金を受給できない

者」（百瀬２０１６：３４４）がその理由として挙

げられる９）。また，磯野は無年金障害者を

「『保険料の納付期間要件』，『障害の状態要

件』，『初診日の認定要件』に着目し，それら

があまりにも厳格であり，硬直化しているこ

とにより，障害者に対して普遍的に保障され

るべき公的年金の受給権から排除されている

者を無年金障害者と定義する」（磯野２０１６：

２）としている。

筆者がここで問題とするのは，「障害の状

態要件」である。もちろん，障害年金を受け

られない障害者の中には給付要件を満たして

いない者や初診日の要件を満たさない者も存

在する。しかし，例え障害年金の申請が可能

だとしても， 障害年金の審査では診断書が

重要であるために，医師が障害の状態をどの

ように捉えるかが年金が受理されるかどうか

に影響を与えると同時に，診断書を記載する

かどうかも基本的には医師が判断することに

なる。筆者の周囲でも本人が「就労をしてい

ると年金が不利になるので，あまり長い時間

は働かない方がよい」という相談者や，医療

の中にも「働いていると年金はもらえないか

ら書かない方がよいのでは」という判断をす

る事例もあった。逆に「働いていても色々支

援することがあるのだから，多くの援助が必

要である」と判断する医療機関も存在する。

こうした診断基準の曖昧さが年金受給の地

方間の受給・不受給の格差となり，それを解

消させるために，平成２８年９月に厚生労働省

より「国民年金・厚生年金保険 精神の障害

に係る等級判定ガイドライン」が出されてい

る。その中にも記載されているように， 就

労状況の項目の考慮すべき要素において「労

働に従事していることをもって，直ちに日常

生活が向上したものと捉えず，現に労働に従

事している者については，その療養状況を考

慮するとともに，仕事の種類，内容，就労状

況，仕事場で受けている援助の内容，他の従

業員との意思疎通の状況などを十分確認した

うえで日常生活能力を判断する」（厚生労働

省２０１６b：８）としている。また，具体的内
容例では「就労系福祉サービス…及び障害者

雇用制度による就労については，１級または

２級の可能性を検討する」としている。（ibid）
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さらに，障害種別においてもガイドライン

においては要項で精神障害の場合は「１年を

超えて就労を継続できていたとしても，その

間における就労の頻度や就労を継続するため

に受けている援助や配慮の状況も踏まえ，就

労の実態が不安定な場合は，それを考慮する」

（厚生労働省２０１６b：９）こと。知的障害で
は「仕事の内容がおのずから単純かつ反復的

な業務であれば，それを考慮する」（ibid）
とし，具体的な内容例においては「一般企業

で就労している場合（障害者雇用制度による

就労を含む）でも，仕事の内容が保護的な環

境下での自ら単純かつ反復的な業務であれ

ば，２級の可能性を検討する」（ibid）とし
ている。発達障害に関しても知的障害と同様

に仕事内容が反復的な業務であればそのこと

を考慮することとしている。

上記の点を考慮することになると，就労し

ている障害者の多くは障害年金に該当する可

能性が高くなると考えられ，その効果が実質

的に影響するならば，関係機関に普及を広げ

る必要があろう。しかしながら，このガイド

ライン自体の就労状況がどの程度判定基準に

影響するのか，さらに診断書にある日常生活

能力との関係性（例えば，日常生活能力は比

較的高くても，就労状況では支援が多い場合

など）がどの程度年金受給の判定に影響する

かに関しては不透明な部分が多い。この点に

関しては行政側も正確な情報開示をするべき

であろう。

また，診断書に必要な事項である日常生活

能力に関しても医師だけで判断するのではな

く，PSWや社会福祉士，あるいは地域の就
労機関等との情報共有をしっかりと行い進め

ていくべきであり１０），さらに言えば，年金に

関する診断書については全て医療に任せるの

ではなく，将来的には他の専門職や地域の社

会資源の専門職も記載できるように，例えば

障害の診断は医師が行い，それを基に日常生

活能力に関しては，PSWや社会福祉士もし

くは，地域の社会資源の専門職が記載すると

いうように役割分担も必要なことであろう１１）。

ただし，この年金の問題については障害者

だけにとどめるべき問題ではない，近年問題

となっているワーキングプアも障害は無いが

生活に困窮している世帯は数多くいる１１）。ま

た，一括りに障害者のみがもしも，障害年金

で保障されるとしても，障害に気付かない人

たちも労働市場には存在している。筆者の相

談者の中にも長年自分が障害だとは気付かず

に職を転々として，相談機関に相談したとこ

ろ，障害であることが判明した相談者も少な

からず存在した。そのようなことも考慮する

と，障害かそうでないか判定する前に，働い

ても生活がままならない人々にも障害者と同

様賃金収入のみではない生活保護以外の所得

保障が必要であろう。そうなると，現在のよ

うな障害かそうでないか，という分け方をす

る障害年金という制度というよりも，所得に

応じて手当を支給する所謂ベーシックインカ

ムのような制度が検討される必要があると考

えられよう１２）。

こうした収入に関する問題とは別に，今回

のアンケートでは就労している事業所内で相

談できる人はいると回答したのは知的障害者

で３０名，精神障害者で１６名であった一方で，

仲の良い同僚もしくは上司はいないと回答し

ている者が知的障害で２９名，精神障害で１７名

であったことをみると，職場の中では中々

「仲が良い」と思えるような者を見つけにく

いということが考えられる。また，ジョイン

を利用する目的を聞いた所，知的障害者で１７

名が「友だちをみつけるため」と回答してい

ることから，就労している障害者，特に知的

障害者では就労後の社会的な交流が減少する

と考えられる。ここから，就労している障害

者には職場以外での余暇を過ごす場所は必要

なものであり，そのような意味で，ジョイン

の活動は障害者の就業生活を支えていくうえ

で重要な場であると考えられる１３）。
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一方で，ジョインを利用する目的に関して

精神障害者では仕事の相談が１８名と多い回答

であった。これはジョインの機能として基本

毎日開所しているので，いつでも相談できる

環境があるということの反映でもあるかもし

れない。これについてジョイン登録者の広汎

性発達障害の利用者の方に聞いた所，「相談

はしたいが，電話が苦手なので直接会って話

ができるのがよい」と話してくれていた。確

かに，人によっては電話が苦手という方も存

在するので，直接会って相談できる場所があっ

たほうが本人たちが就労を継続するには有効

な手段であると考えられよう。

このように，就労後の交流スペースである

ジョインは障害者の他者とのつながりや仕事

の相談をする場としての機能をもつものとし

て，捉えられることができよう。さらにその

機能にはそこを利用することで本人にも少な

からずの変化があると考えられる。その変化

については，今回のアンケートで親にも回答

を得ることができたので，原文のままなので

多少長いが下記に記載をしていく。

・ 気軽に仕事について話せる相手がいるこ

とで，楽しませてもらっているようです。

自分の職場以外の事を知ることで，少し世

界が広がり気分転換になっています。以前

より明るくなりました。

・ 独り歩きや地下鉄，自分で出来る事や行

動範囲がひろがっていると思います。

・ スポーツレクや食事会に参加することが

多く，出かける機会が増えました。初対面

の人と交流することで社会性が身について

きたように思います。家庭で仕事の事（特

に困り事）はあまり話したがらないのです

がジョインのスタッフには相談できるよう

なので必要な場所だと思います。

・ 女子会や大交流会など障がい者同士なの

と職員さんも一緒に参加していただいてい

るので安心できる様です。１人では行く事

のないお店など楽しみにしています。少し

服装を気にする様になりました

・ 以前は交流会など参加させていただき，

その都度楽しんでいました。働く障害者の

方と交流できると働く意欲や悩み相談の場

となり，良い変化がありました。現在はシ

フトがばらばらで休日は友達もいないので，

家族で過ごすことが多いです。

・ 今は自宅と仕事の往復です。仕事にも慣

れてきましたが，余暇の過ごし方もこれか

ら考えたいです。

こうした親からの意見を聞くと，就労後の

事業所外での他者との交流や活動の中で，本

人たちが他者を意識する，また，他者との交

流の中で視野を広めることができる，１人で

は難しいが安心した他者と行動することでそ

の行動が広げることができる等の機能がある

ことが親からの回答からも伺えよう。

従来，障害者の就労支援においてはジョブ

コーチという手法が障害者の職場定着で重要

であるとされてきた。しかし，本来ジョブコー

チは職場環境に働きかけることを中心として，

定着支援を行っていくものであり，本人たち

の生活の幅や余暇活動等の支援についての視

点という点では必然的に限界があると考えら

れる。また，それを埋めるものとして就業・

生活支援センターや就業・生活相談事業が設

置されているが，それらの期間だけでは本人

と支援者という１対１の関係性の中で支援が

行われるという事から言うと本人たちの繋が

りを育んでいくという事に関してはこれにも

限界があるであろう。

そのような限界に対応するのと同時に，ジョ

インのような交流スペースの活用は本人たち

同士の繋がりによってお互い同士で支えてい

くというエンパワメントも必然的に促される

側面もあることから１４），就労した後でも利用

できる本人たち同士の交流の場は就労後の支

援において重要な場として位置づけられるも

のであると考えられよう。また，我が国が障

害者権利条約に批准したということから考え
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ても，障害者の文化的な生活やスポーツ活動

等の余暇支援の機会を提供することは，今後

ますます重要になってくるであろう１５）。

７．まとめ

今回の報告では，就労している障害者はそ

の賃金のみで生活することは最低生活の基準

を保障することは難しく，障害年金等の社会

保障を充実していく必要性が示された。また，

就労先で仲の良い同僚等がいないことからも

他者との交流する機会を提供することで，人

間関係や活動の幅が広がり，それに伴い関係

性の中で本人たち同士の支え合いも促される

ということが示唆された。しかしながら，今

回の報告では障害に関することが詳細にでき

なかったことや障害年金受給の理由が聞けな

かったことを踏まえても報告としての課題は

大きい。今後は，今回の報告を受けて，就労

した後の必要な事や課題について，さらに研

究的視点で取り組んでいきたい。

〔謝辞〕

最後になりますが，本報告のアンケートに

ご協力いただいたジョインの皆様とその親御

様に感謝を申し上げます。また，松井二郎先

生には学生時代から大変お世話になりました。

松井先生から「社会福祉の原点を問う」姿勢

や「学ぶ」という姿勢を教えていただいたこ

とに改めまして，感謝申し上げます。ありが

とうございました。

〔注〕

� 自立支援法に関する評価については「福祉

サービスの供給システムを根幹から再構築す

るものであり，その意味では戦後空前の…大

型福祉立法といえよう」（松田，２００６，１７）と

述べており，朝日は障害者自立支援法を「そ

の是非はともかくとして，従来の障害者福祉

サービスのあり方を根源から変革する大きな

動き」であり，「特に就労支援に向けた新しい

事業を創設するなど，障害者の就労を福祉の

側から支援する仕組みの構築を図っている」

（朝日，２００６，４）と述べているように，同

法が障害者の就労支援に大きな役割を果たし

ていることが伺えよう。無論，同法は応益負

担等の大きな問題があり，廃止となった。し

かし，法律が変わってもサービス体系やサー

ビス等利用計画等に見られるケアマネジメン

ト等の手法は大きくは変わっておらず，それ

に対する検討は必要があると思われるので，

筆者の今後の課題としたい。

� この実雇用率には A型事業所も含まれてい
るので，一般企業への就職率に関する正確な

値に関しては不明である。

� 北海道に関して言えば，平成２８年の実雇用

率は，民間企業で２．０６％である。

� 平成３０年より施行される「職場定着支援事

業」については，未だ具体的なことは明記さ

れておらず，事業の詳細についてはまだ検討

中である。事業内容については大まかである

が厚生労働省（２０１６a）を参照。
� なんでもミーティングや精神障がいを語る

会は基本集団精神療法的なグループミーティ

ングであり，WSAはべてるの家で行われてい
る SA（schizophrenics anonymous）を参考に
した働く障害のある方を対象とした自助グルー

プである。なお，ここでの精神障がいを語る

会の「障がい」という記載の仕方については

札幌市の障害の記載が「障がい」で統一され

ているため，それに合わせている。

� 札幌では療育手帳を発行する機関は「知的

障害者更生相談所」であり，そこでは知的障

害と広汎性発達障害のどちらかの診断結果が

得られた者について療育手帳を発行すること

になっている。また，精神障害者には精神保

健手帳と療育手帳両方を所持している者もい

るので，精神障害者については１名多い形と

なっている。

� 就労している障害者の平均賃金は厚生労働

省でも調査を行っている。それによれば，超

過勤務を除き，知的障害者が１０６，０００円，精神

障害者１５４，０００円となっている（厚生労働省

（２０１４）。ただし，今回のアンケートに関して

精神障害者と知的障害者との平均賃金の開き

に関しては精神障害者の年収が２，０００，０００円以

上３，０００，０００円台が３名存在していた。その３
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名を除くと平均は１２０，０００円となり知的障害者

と大差は無くなる。知的障害の場合は最大の

者で年収にして１８０，０００円であるが，これはダ

ブルワークをしているためにこの数字になっ

ている。つまり，精神障害者の平均値を引き

上げているも者は正社員層が引き上げている

と考えられ，この正社員層も中途で障害と分

かった方が今回のアンケートの中に存在して

いた。こうしたことから言うと精神障害者の

平均賃金の高さは収入の上位の者が引き上げ

ていると考えられる。今回のアンケートでは

論証はできないが，今後この点は明確にして

いく必要がある。

� 同じように障害者年金を障害者の所得保障

制度として位置付けているものに川�（２００４）
がある。

� 札幌での一般的な生活保護基準に関しては

筆者が行政に聞いて確認している。また，こ

の額は家賃収入を札幌で最大の３６，０００円とし

た月平均となる。加えて，障害者加算は一般

の保護費で計算しているので，含まれていな

い。さらに北海道の最低生活費は戸室（２０１６）

によれば，１，１４９，７０１円（年収）となっており，

多少の開きがあるが，今回はほとんどの者が

札幌在住なため，札幌の保護費と比較をして

も問題はないだろう。

� 今回のガイドラインで言えば，「障害の程度

を診査する医師が，障害年金請求者や受給者

の詳細な日常生活状況を把握するために，請

求者等へ照会する際に使用する文書（「日常生

活及び就労に関する状況について（照会）」）

を作成し，主な照会事項」（厚生労働省２０１６c）
を記載することになっている。この照会事項

に関しては，「日常的にご本人と接していて生

活状況をよく把握されている第三者（例えば

地域や職場での支援者など）に記載していた

だくことも可能」（厚生労働省２０１６e）となっ
ているが，照会事項はあくまでも必須のもの

ではなく，判定の一部資料として必要があれ

ば，判定機関が提出を促すものでしかない。

� 障害者の生活と権利を守る会全国連絡協議

会（１９９７）では，診断書とは別に障害や年金

の認定にあたって「医療や福祉の専門家を加

えた第三社認定機関を設立すべきこと」と指

摘している。さらに診断書を全て医師に任せ

ないことについて Oliverは「インペアメント

の診断，外傷を受けた後に医学的に状況を安

定させること…医師の関与にはもちろん至極

適切なものもある。しかし同時に，医師は，

車を運転する能力を査定したり，車いすの利

用を指示したり，金銭的な手当の要不要を決

めたり…働く能力とその潜在能力を測定した

りすることにも関わっている。医師養成課程

を修了して免許をもつからといって，こういっ

た場面に関わるにあたって医師が最もふさわ

しい人物とはいいきれない。それだけではな

く，理学療法士，作業療法士…教師等を含む，

多くの新興の専門家はすべて，医師がヒエラ

ルキーの上位に据えられた組織の中で働いて

いるか，医学モデルにもとづいた言説のなか

でそれぞれの専門的な実践をおこなっている」

（Oliver＝２００６：９５�９６）と述べているように，
医師だけにしか診断書を書く資格がないとす

ると，それは一つの権力が発生する危険性も

あるだろう。また，今回の報告では，詳細は

記載できないが，現在の社会福祉の分野にお

けるサービス等利用計画も相談支援事業所し

か記載ができないとなると（セルフプランも

あるが） それも一つの権力となるという危険

性もあることは注意が必要であろう。

� ワーキングプアという用語には高野（２０１４）

が指摘するように定義があるわけではない。

先行研究だと，戸室（２０１６）はワーキングプ

ア率とは，就業世帯（世帯の主な収入が就業

によっている世帯）のうち，最低生活費以下

の収入しか得ていない世帯（貧困就業世帯）

の割合のこと」（戸室２０１６：３４）としており，

また桜井は「生活保護廃止に伴い，保護受給

時は無料であった医療費・介護費用の実費負

担が発生し，特典サービス給付は削除される。

また，生活保護下では収入認定から控除され

ていた勤労控除や実費控除…といった各種控

除が無くなることも考慮すると，生活保護基

準の１．２倍～１．４倍程度」（桜井２０１７：２０）と

なっている。本報告の中心はワーキングプア

についてではないことから，その基準につい

ては定めないこととしたい。しかし，今回の

アンケートだと生活保護を基準とすると，知

的障害者は最低生活基準以下になり，また，

最低生活の１．２倍にすると精神障害者がワーキ

ングプアにあてはまる事は明らかである。

� もちろん，障害者の所得を支えるのはベー
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シックインカムのような所得保障だけではな

く，労働による収入というのも重要である。

そのことから言うと，今回のアンケートの中

にも現在の障害者雇用制度の下では６時間勤

務が知的障害で６名，精神障害で４名存在し

ていた。この理由はアンケートの中では聞く

ことはできなかったが，現在の障害者雇用制

度の問題としても取り組んでいく必要がある。

つまり，現制度の中で障害者雇用率を達成す

るためには６時間雇用しなくてはならないの

であるが，取り方によっては６時間雇用すれ

ば良いということにもなる。こうしたことが

容認されると，障害者雇用は「ワーキングプ

アを助長させるもの」になりかねない。そう

いう意味で言うと６時間から余力のある事業

所は８時間雇用し，評価が伴えばさらに正社

員等への昇進等を検討することも企業側には

必要なことであろう。また，逆に障害者の中

には６時間勤務さえも難しいという人もいる

ので，企業側には４時間～８時間という時間

枠の柔軟性や，あるいは週３日からでも就労

可能という障害の程度に合わせた採用基準も

今後は検討しつつ，企業側に障害者雇用に関

しての柔軟性をもたせるための現制度の見直

しも検討するべきである。

また，本報告で取り上げた障害者年金や社会

保障に関する問題は就労している障害者とい

うことを中心に述べているが，無論，現在就

労していない，もしくは，就労することが難

しい障害者やそうでない人の問題も残る。今

回の報告では，この点については課題とさせ

ていただき，今後検討していくこととしたい。

� この知的障害者の就労後の社会的交流につ

いては菅野（２００８）の報告においても，就業

の定着のための生活を支える上での仲間づく

りが重要であることや本人たちのアンケート

でも余暇のための友人をつくりたいという要

望があることが指摘されている。

� こうした本人たち同士の支え合いはジョイ

ンの活動の中で良くみられることである。例

えば，「仕事を辞めたくなった時にその悩みを

聞く」，また辞めてしまった後でも，ジョイン

の登録者が仕事を辞めてしまった本人に「ま

たジョインに来て楽しもう」というメッセー

ジを送りそれが励みになって再就職をするな

ど，本人たちの支え合いの力は大きいと筆者は

考えている。

� 障害者権利条約におけるスポーツや余暇活動
への参加については第３０条を参照されたい。
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